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　長野県収入証紙規則の一部を改正する規則をここに公布します。

　　令和６年２月５日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

長野県規則第１号

　　　長野県収入証紙規則の一部を改正する規則

　長野県収入証紙規則（昭和39年長野県規則第62号）の一部を次のように改正する。

　第２条第２項第１号中「に限る」を「、同表の４に掲げる手数料（県立の工科短期大学校の卒業生又は修了生についての証明事務に

係る手数料に限る。）及び同表の６の⑻に掲げる手数料に限る」に改め、同項第２号中「別表第１の 62 の⑴」を「別表第１の４の⑴に

規定する手数料（旅券法（昭和26年法律第267号）第11条（第１号又は第２号に該当する場合に限る。）の規定に基づく同法第３条の規

定による発給の申請に係るものに限る。）並びに同表の７の⑴、⑵及び⑸に規定する手数料並びに同表の 62 の⑴」に、「掲げる手数料に」

を「規定する手数料に」に改め、同項に次の１号を加える。

　⑷　別表の２の⒁に掲げる手数料

　第２条第３項第１号中「前項第１号」の次に「に掲げる手数料（長野県証明事務手数料徴収条例別表の２に掲げる手数料に限る。）」

を加え、同項第２号中「手数料」の次に「（長野県手数料徴収条例別表第１の 62 の⑴、⑵、⑹及び⑺に規定する手数料に限る。）」を加

え、同項に次の１号を加える。

　⑶�　前項第１号に掲げる手数料（長野県証明事務手数料徴収条例別表の２に掲げる手数料を除く。）、同項第２号に掲げる手数料（長

野県手数料徴収条例別表第１の 62 の⑴、⑵、⑹及び⑺に規定する手数料を除く。）及び同項第４号に掲げる手数料　地方自治法（昭

和22年法律第67号）第231条の２の２第２号の規定による通知により納付する方法による場合

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

２�　この規則の施行の日前にされた旅券法（昭和26年法律第267号）第11条（第１号又は第２号に該当する場合に限る。）の規定に基づ

く同法第３条の規定による発給の申請に係る長野県手数料徴収条例（平成12年長野県条例第２号）別表第１の４の⑴に規定する手数

料の徴収については、この規則による改正後の長野県収入証紙規則第２条第２項第２号及び同条第３項第３号の規定にかかわらず、

なお従前の例による。

会　計　課


